
Ⅰ　はじめに

　伝統的に海外直接投資は先進国から先進国
へ，あるいは先進国から発展途上国にむけて行
われる現象であり，開発途上国の企業が行う海
外直接投資に関する研究は積極的に行われてい
ないのが現状である．さらに，新興国市場戦略
の分析視点も，先進諸国の立場から論じられ，
先進国企業の「新興国市場戦略のジレンマ」と
いう現象が指摘されている（天野，2009）．こ
れは新興国市場で先進国の先発企業が競争優位
を築いたとしても瞬く間に後発国企業に市場
シェアを逆転されてしまう事態が起きてしまう
ことがあるからである．　本稿では，このよう
な問題意識を背景に，開発途上国の後発企業の
新興市場戦略をテーマに，開発途上国の海外直
接投資と開発途上国企業の新興市場戦略という
二つの観点から，韓国家電企業の海外直接投資
および国際化の過程と，事例としてサムスン電
子のブラジル市場戦略を検討する．
　研究を行う際，後発企業の新興市場戦略を
もっと色濃く見せるため，日本家電企業を先発
企業，韓国家電企業を後発企業と位置づけ，両
国企業の海外直接投資を年度別の進出地域を
中心に調べ比較分析を行う．また，1980 年代
から始まった韓国家電企業の海外直接投資過程
を三つの時期に分け，時期別の特徴を明らかに
する．本稿の前半の部分では，1980 年代から
1990 年代までの韓国家電企業の海外直接投資
を詳細に分析していく．後半の部分では，今日

の韓国家電企業がマーケティングに強い競争力
を見せているのは前半の部分で明らかになった
海外現地経営の経験から起因するものであると
いう前提のもと，サムスン電子のブラジル市場
戦略と，サムスン電子の本社主導型のグローバ
ル戦略の特徴に関して詳しくみていく．

Ⅱ　韓国家電企業の海外直接投資

1．先行研究
　ハイマー（1960）は，海外直接投資を国際的
な資本移動論の立場ではなく産業組織論の立場
から論じている．つまり，海外直接投資が成功
するためには，現地で投資活動を行う際生じる
不利な点が相殺できるある種の参入障壁を所有
することが重要であると主張した．同氏は，海
外直接投資が巨大企業の活動する産業で発生す
ることに注目し，利子率よりは企業がもつ独占
的優位で海外直接投資を説明したのである．市
場が不完全なため，企業は企業なりの競争優位
を保有するようになり，これらを土台に成長し
ていく．このような競争優位は国家特有または
産業特有なものではなく，企業特有のもので
あって，また排他的に保有するものであるため
企業特有の独占的優位と呼んでいる．このよう
な観点から韓国家電企業の海外直接投資過程を
精査してみると，韓国家電企業の海外直接投資
は初期段階から先進国で行われているので，ハ
イマーの理論では説明できない逆の現象である
といえる．1980 年代当時韓国はまだ開発途上
国であり，各家電企業は部品の国産化ができて
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いない状況で，安い国内賃金を利用し海外依存
的な組立貿易で成長していたため，海外進出し
た現地で活用できる企業独占的優位がほとんど
ないときに，先進国であるアメリカやヨーロッ
パに現地生産工場を設立したといえる1）．
　Vernon （1966）の PLC（Product Life Cycle）
理論は，製品のライフサイクルを，新製品段階
→成熟段階→標準化段階に分け，各段階におけ
る需要と供給の特性に沿って先導する企業活動
の地理的分布が変わっていくことを説明した海
外直接投資理論である．同理論では，主に技
術の成熟と所得の経時的変化が，製品導入先進
国→その他先進国→新興工業国→開発途上国に
移っていくという，国の経済の発展順位により
海外直接投資は動態的に行われると主張してい
る．しかし，韓国家電企業が先進国に生産工場
を設立したことは，同理論での生産立地変容方
向の逆の軌跡を辿っているため，この現象を説
明するには限界があるといえる．
　1970 年代に入ると開発途上国の海外直接投
資が活発に行われる，このような開発途上国
の海外直接投資現象を説明しようとする理論が
種々の観点から提案された（小島，1985）．途
上国の海外直接投資現象に関する理論的アプ
ローチのなかの一つに小島のマクロ経済の観点
による限界産業海外進出論がある．既存の研究
は主に個別企業の海外事業展開というレベルで
海外直接投資現象を説明しようとするミクロ的
な企業行動論的アプローチであったのに対し，
同氏は海外直接投資の決定要因とその影響に関
する分析単位を国民経済のレベルで求めるべき
であると主張，小島清の「日本型海外直接投資」
として提案された．小島によると海外直接投資
は，本国ですでに比較劣位に位置する産業か，
または比較劣位になりつつある限界産業から順

次に行われるものである．つまり，日本型海外
直接投資は，投資受入国である開発途上国の漸
進的工業化を指導し促進させる教師の役割を遂
行する立場にあり，本国では比較優位がなくな
りつつあるが，投資受入国では潜在的比較優位
が享受できる産業に投資が行われるという．こ
の理論は彼自身が提案したように「日本型海外
直接投資」モデルであって，日本より約 20 年
遅れで海外直接投資を日本と違う経緯で展開し
てきた隣国韓国の家電企業の海外直接投資を説
明する際には限界があると指摘できる．韓国は
国土が狭く市場規模も小さいため，韓国の家電
企業は国内市場に集中するだけでは企業成長が
望めないと考え，創業当初から世界の市場を求
めてグローバルな事業展開をしたのである．日
本の家電企業は，家電産業生成の初期といえ
る 1950 年代に国内市場を中心に技術力を高め
て成長し，その次に海外輸出を行い，さらに，
その次の段階として海外現地生産に乗り出した
が，韓国の家電企業は輸出とともに先進国と後
発途上国への海外現地生産を同時に行っていた
のである．
　以上，海外直接投資に関する先行研究と，そ
れを用いて韓国家電企業の海外直接投資を説明
したときの問題点について説明した．しかしな
がら，先行研究で説明が難しいと指摘できるの
は，韓国家電企業が企業内に独占的競争優位を
構築する前の 1980 年代に行った対先進国の海
外直接投資の現象のみである．一方，1990 年
代からの海外直接投資に関しては先行研究で説
明することに限界があるとは言い難い．このよ
うな問題点を踏まえて，本研究では，韓国家
電企業の海外直接投資を時系列に概観すること
で，韓国家電企業がどのような過程を経て今日
のグローバル企業に至っているのかを明らかに
する．

2．日韓家電企業の海外現地工場設立推移
　企業の国際化に関する研究では，企業の国際
化過程と競争優位の間には密接な関係があると

（386）

　　　　　　　　　
1）韓国 LG 電子は 1981 年，アメリカのアラバ

マ州・ハンツビルにカラーテレビ生産工場を設立，
サムスン電子は 1983 年アメリカのニュージャー
ジー州にカラーテレビ生産工場を設立した．
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主張している．この観点から日韓家電企業の国
際化過程を比較した場合，両国が国際化の過程
をへて築き上げた競争優位と海外事業展開にお
ける戦略はずいぶん異なるものであろうと推測
できる．ここでは特に，海外に工場を設立した
時期と進出した地域などの違いを中心に日韓家
電企業の国際化過程を比較する．
　表 1 は日韓家電企業の海外現地工場設立推移
を年度別に比較したものである． 表 1 の下段
に書かれている通り比較対象である日本と韓国
の企業数は，日本は 7 社，韓国は 3 社である．
このような比較を売上高および各子会社の規模
等に関する基準がないまま海外子会社の数だけ
をベースに単純比較することには多少無理な点
もあるが，進出時期別・地域別の比較を行うこ
とは両国企業の海外事業展開における戦略の相
違と，世界の家電市場に日本より約 20 年遅れ
で参入した韓国企業がとった戦略を分かるとい
う面で初期の考察は得られると考えられる．

　以下では表 1 を，三つの内容を中心に分析す
る．まず両国が海外子会社を設立したその進出
地域の年度別推移，次に海外子会社数の集中度
の高い地域から順番に整理し，韓国家電企業の
戦略及び能力構築の過程を推論，最後に前の二
つの分析からの考察として，韓国家電企業の海
外進出を三つの時期に分けてその時期別の特徴
を説明する．
　まず，両国が海外子会社を設立したその進出
地域の年度別推移を見ると，日本企業は東南ア
ジア・中南米→北米・西ヨーロッパ→東南アジ
ア→社会主義国家の順に，韓国企業は北米・西
ヨーロッパ→東南アジア→社会主義国家→南米
の順になっているが，このように年度別に進出
地域が異なっていることは，上述のように両国
の家電産業の海外事業展開の歴史と深く関係が
あるといえる．
　次に，海外子会社数の最高集中地域の順から
整理してみると，日本企業は，1 位が東南アジ

（387）

表 1　日韓家電企業の地域別・年度別海外現地生産法人設立の推移　

年度
地域

日本～ 68 69 ～ 73 74 ～ 78 79 ～ 83 84 ～ 88 89 ～ 93 94 ～ 97
合計

韓国 ～ 85 86 ～ 88 89 ～ 93 94 ～ 97

北米 1 5 4 11
2

22
2

16
2

15
3

74
9

西ヨーロッパ 1 4 5 12
1

16
4

12
4

2
2

52
12

東南アジア 16 22 12 7 31
3

36
6

23
6

147
16

社会主義国家 0 0 0 0 0 1
6

7
6

8
12

中国 0 0 0 20 6 24
7

54
6

86
19

南米 5 3 4 6 1 2 0
3

21
3

その他 4 3 0 0 3
1

1
1

5
4

16
6

合計 27 37 25 38
3

79
11

92
26

106
33

404
77

　注 1：日本企業，日本電子機械工業会，1998. 10（主な日本家電企業 7 社）
　注 2：韓国企業，韓国電子工業振興会と主な韓国家電企業 3 社の社内資料を利用
　出所：�姜炯同「韓・日家電産業の国際化過程に関する比較研究」，1999，表Ⅲ─1（p. 38）と表Ⅲ─3（p. 48）を筆者が再作成
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ア，2 位が中国，3 位が北米，4 位が西ヨーロッ
パの順で，東南アジア地域に最も集中している
ことが分かる．韓国企業は，1 位が中国，2 位
が東南アジア，3 位が社会主義国家，4 位が西
ヨーロッパと北米の地域の順であるが，日本企
業と異なって旧社会主義国家に海外子会社を多
数設立していることが分かる．
韓国家電企業の海外子会社設立時の地域別集中
度を上記の年度別動きと関連させて考えてみる
と，韓国家電企業が描く世界事業に関する戦略
と深く関係があるといえる．
　韓国家電企業の場合 1980 年代のアメリカの
輸入規制によって，主な輸出先であった市場を
守るためやむを得ずアメリカに現地生産工場を
設立したものの，当時の世界の家電市場では先
発者日本企業の存在感が強く，また韓国企業の
国際経営能力も未熟であったので，韓国家電企
業は，次の海外直接投資先としてまだ日本企業
が本格的に進出していない新たな市場を開拓す
る必要性あったと推測できる2）．
　以上の分析から，韓国家電企業の海外直接投
資の動機及び目的によってその時期を以下の三
つの時期に分けて考えることができる．第 1 時
期は，① 1980 年代から 1990 年代初期までで，
企業独自の優位性を有しておらず既存の輸出市
場を守るため北米と西ヨーロッパを中心に進出
していた時期である．つぎの第 2 の時期は，②
1990 年代の半ばから 1990 年代末までで，量中
心の海外進出を行い現地市場で経験を積みグ
ローバル企業としての能力を構築した時期であ
る．最後に第 3 の時期は，③ 2000 年以降からで，
上の表 1 では表していないが，この時期は地域
特性を基にした差別化をはかりながら，会社全

体のシナジー効果を高めていく時期である．本
節では三つの時期のなか第 1 時期と第 2 時期を
中心に説明する．第 3 時期については次の節で
事例研究を通じて説明することにする．
① 1980 年代，グローバル化初期
　80 年代は韓国家電企業にとってグローバル
化に目を向け始めた時期で，このときの海外直
接投資は，先進国を対象に行われたのが一番の
特徴である．1980 年代初期の韓国家電企業の
海外直接投資の目的は，既存の輸出先である海
外マーケットを失うことなく保持するためで
あった．当時の主な輸出先であったアメリカ政
府がカラー TV の輸入台数の制限を設けて，韓
国企業からのカラー TV 輸入を規制しようと
した．さらに，当時の EC（現 EU）では最低
価格制度を導入し韓国企業の VCR 輸出を規制
しようとしたため，韓国企業は現地生産を通じ
大口の取引先との取引関係維持と既存の輸出市
場を守るため，やむを得ず当該地域への海外直
接投資を選択するようになった．この時期の韓
国企業の対先進国への海外直接投資をゼンとユ
ン（1991）は，輸出市場保護のための「構造的
市場防御行為」であったと主張している．彼ら
によれば，韓国企業は，独占的利益を創出でき
る企業特有の優位性を活用するため攻撃的に外
国への直接投資を行う先進諸国の企業と違っ
て，企業特有の独占的優位がない状況で企業生
存と直結される主要輸出市場の喪失を恐れ，市
場を維持するため海外進出を行ったと主張して
いる．表 2 は，当時 19 インチのカラーテレビ
を韓国とアメリカで生産した場合，両国におけ
る製造原価を比較したものであるが，韓国家電
企業がこのように外国費用が相殺できる独占的
優位を持たない状況でアメリカ現地にカラーテ
レビ生産工場を設立した背景には，量を中心と
した輸出戦略があったからである．
②　1990 年代，量中心の海外進出
　90 年代の後半に入ってからは，表 3 で示し
ているように量中心の海外進出が活発に行われ
た時期である．以前の海外直接投資が企業の外

　　　　　　　　　
２）曺斗燮・尹鍾彦［2005］『三星（サムスン）

の技術能力構築戦略』有斐閣，p. 208：他の韓国企
業と同じく，サムスンも自らの能力を超えた「早
すぎた国際化」により，多大な「学習コスト」を
支払ったことは否めない．90 年代の半ばまでは，
経営成果が良好な海外子会社は１社もなかったほ
ど，杜撰な国際化であった．

（388）



15後発企業の新興市場戦略（曺）

部環境によるものであったと言うならばこの時
期の海外直接投資の動機は企業内部の競争優位
によるものであるといえる．
　韓国家電 3 社は，日本企業との合弁または技
術提携を通じ，量産能力と技術開発能力をつけ
た後，マーケティング能力を強化していく．特

に対アジア直接投資においては相対的に技術能
力とマーケティング能力が比較優位にあるとい
えるため（Chang & Park ［1996］），この時期
は企業内部の資源を活用した海外直接投資が行
われたといえる．以上でみたように，1990 年
代までの韓国家電企業は長期間にわたる投資で

表 2　19 インチカラーテレビ製造原価の比較

韓国で
生産する場合

アメリカで
生産する場合

差

A 企業（1983 年）
材料費
労務費
経常費
総製造原価
輸送費
関税
到着基準総原価

82.1
1.4
2.2

85.7
7.0
7.3

100.0

98.5
4.0
5.0

107.0
－
－

107.0

15.9
2.6
2.8

21.3
－7.0
－7.3

7.0

B 企業（1986 年）
材料費
労務費
経常費
総製造原価
輸送費
関税
到着基準総原価

82.2
1.1
3.5

86.8
6.7
6.5

100.0

98.8
4.5
4.0

107.3
－
－

107.3

16.6
3.4
0.5

20.5
－6.7
－6.5

7.3

　注：材料費（アメリカで生産する場合）＝ SKD ＋輸送費＋関税
　出所：�1）チョ・ド ン ソ ン，『国際経営事例』， 1986， 2）Yongwook Jun, “The Reverse Direct Investment:  

The Case of the Korean Consumer Electronics Industry”, International Economic Journal, Vol. 1, No. 3, 
Autumn 1987. p. 18 を，ゼン・ヨンウク＆ユン・ドンジン，1991「韓国の対先進国直接投資に関する一考察：
構造的市場防御論」（p. 17）から再引用

1985 年末現在 1996 年 9 月現在

製造 販売 研究 小計 製造 販売 研究 小計

北米
西ヨーロッパ

日本
東南アジア

社会主義国家
中国
南米

その他

2
1
－
－
－
－
－
－

4
3
1
1
－
－
－
－

1
－
－
－
－
－
－
－

7
4
1
1
－
－
－
－

6
9
－
13
10
19
3
5

15
21
3
9
11
1
7
7

4
4
4
－
－
－
－
－

25
34
7
22
21
20
10
12

合計 3 9 1 13 65 74 12 151

　資料：企業内部資料（サムスン，LG，大宇）
　注：�1）メキシコとパナマは北米地域に含まれている．2）東ヨーロッパ，ロシア，ベトナム，ミャンマーは社会主義国家に入っ

ている．3）その他の地域は，トルコ，インド，パキスタン，エジプト，中近東，南アフリカ，オーストラリアなどである．
　出所：ゼン・ヨンウク＆ユン・ドンジン，「韓国家電企業の国際化過程に関する探索的研究」1991（p. 546）

表 3　韓国家電 3社の機能別/地域別海外直接投資推移
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現地市場での経験と知識を蓄積していくのでは
なく，後発企業であるがゆえに外部環境に大き
く左右されながら，短期間で集中的に投資対象
国を増やしていたことが分かる．参入当時世界
の家電産業は先進諸国の企業を中心に業界の勢
力構図がほぼきまっていたため，韓国企業の活
動領域は比較的狭く限られ，進出地域をめぐる
選択の範囲も特定の地域に集中するしかなかっ
たと考えられる．

Ⅲ　事例研究

　ブラジルの家電市場は，前の節で述べた先発
者の日本企業と後発者の韓国企業の参入時期
と，筆者が三つの時期に分けた韓国家電企業の
海外直接投資の動向が比較的鮮明に見られる市
場であることから，事例研究の対象地域として
意義があるといえる．韓国家電企業は前節で説
明した第 1 ～第 2 の時期である 1980 年代から
1990 年代にかけて国際経営の経験と能力を蓄
積し，第 3 時期である 2000 年前後から強いマー
ケティング能力という韓国企業独自の競争力を
持つようになる．
　事例研究では，日韓家電企業のブラジル家電
市場への進出推移を 1960 年代に遡って比較分
析を行い，そのあとサムスン電子のブラジル市
場戦略をマーケティング活動に焦点を当て分析
していく．
　本稿の後半になるここからの内容構成とし
て，1 節ではブラジルの経済と家電市場の現況
を概観し，2 節では日韓家電企業のブラジル家
電市場への進出経緯に関して調査し，比較分析
を行う．特に，現地市場での日韓企業の戦略の
違いを韓国企業のほうに焦点を当てることで，
後発企業の海外市場戦略を中心に詳しくみてい
く．3 節から 5 節かけては，サムスン電子を中
心に，韓国家電企業の新興市場戦略に関する分
析を続けていく．3 節では事例分析対象として
サムスン電子を選定した理由を，4 節ではブラ
ジル・サムスン電子の歴史とブラジル家電市場
における戦略を詳しく述べていく．最後の 5 節

では，ブラジル・サムスン電子が，薄型テレビ，
モニター，携帯電話市場など，進出した製品分
野で高業績を上げることを可能にしたサムスン
電子の国際経営の諸特徴に関して説明する．
　日本家電企業のブラジル市場への進出経緯は
東洋経済新聞の『海外進出総覧』各年度版を参
考に，韓国家電企業のブラジル市場への進出の
経緯は各企業の広報資料と企業関係者のイン
タービュー調査を通じて調べた．また，ブラジ
ルの家電市場に関する日本語の資料不足という
問題点を補うため，2009 年 2 度にわたりブラ
ジルで現地調査を行っている．

1　ブラジルの経済と家電市場
⑴　ブラジル経済
　ブラジル全土は，大きく五つの経済圏に分け
ることができるが，なかでもサンパウロが位置
する東海岸の沿岸部を中心にブラジル経済は発
展している．
　ブラジル中西部のアマゾン川に位置するマナ
ウスには，免税の特恵が受けられるマナウス自
由貿易地区（ZFM）が主政府の政策により設
けられていて，全世界の多国籍企業の製造工場
がこの地域に進出している．
　近年資源国として全世界から注目を浴びてい
るブラジルは，2005 年前後から年 6% という高
い経済成長率を記録するなど，世界の巨大マー
ケットとしての期待感と存在感は大きく，今後
もこの期待感はさらに高まるであろう．
　近年のブラジルは，BRICs3）の一員として，
また今後の世界経済を牽引していく担い手と
してその潜在性が高く評価されているが，1980
年代のブラジル経済は不安定な状況に陥り，
1989 年度には 1,700% というハイパーインフ
レーションを記録し，その後もしばらく不安定

　　　　　　　　　
3）ブラジル，ロシア，インド，中国の 4 カ国

を指す造語で，それぞれの国の頭文字を並べたも
のである．4 カ国の経済は 2000 年前後から一気に
成長，人口でも世界で 1，2，5，7 位（2005 年基準）
の大国となっている．
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な経済状況が続いた．
　このことを受け，1980 年代末の前後に多く
の日本企業がブラジル市場から撤退することに
なる．ブラジルの家電市場では主に月賦販売方
式で商品が取引されるので，ハイパーインフ
レーションが続く状況では消費者の商品購入は
困難になり，また企業側は経営計画が立てられ
なくなり経営を存続させていくことは大変困難
になる．
しかし，1995 年からブラジルのハイパーイ
ンフレ率は，まだ高い水準であるとはいえ
45.14% ま で に 収斂 さ れ は じ め，2008 年度 は
5.90% まで下がり，物価上昇率もようやく安定
の軌道に乗るようになった．1989 年度頂点に
達したインフレ率が落ち着いたことで，その時
点から家電市場が成長していくことは確実で
あったため，各家電企業もブラジル市場でさ
らなる成長を見込めるようになった．さらに，
2002 年就任したルラ大統領の経済政策が功を
奏し，ブラジルの中間所得者層が以前より大き
く伸び，家電製品を購入できる消費者数が以前
より大きく増えている．
⑵　ブラジルの家電市場
　ブラジルの家電市場は，ソニー，パナソニッ
クなどの日系メーカーだけではなく，地場メー
カーのグラディエンテ，CCE，欧米系のフィ
リップス，エレクトロルクス，モトローラ，ノ
キアなどの強豪が鎬を削っている競争の激しい
市場である．なかでも韓国家電企業のサムスン
電子と LG 電子は，テレビやパソコン，携帯電
話などデジタル家電製品を中心に積極的な市場
展開を行っている．
　携帯電話を含むデジタル家電の場合，韓国の
サムスン電子と LG 電子が市場占有率で首位に
立っており，その次は日本メーカーが，残りは
その他アジアメーカーと欧州メーカーがシェア
を争っている．
　一方，白物家電の場合，ブラジルの地場メー
カーで あ る Consul，Brastemp（現在 は， 米
Whirlpool 社に買収）とスウェーデンメーカー

の Electrolex が，市場を支配している状況で
ある．日本企業はパナソニックが 2008 年から
電子レンジを現地で生産し販売を行っており，
韓国企業は LG 電子が洗濯機と冷蔵庫を輸入販
売しているのが現在の状況である． 

2．�日韓企業のブラジル家電市場への進出―出
時期の比較を中心に―

　日本企業のブラジル進出は 1960 年代から，
韓国の海外直接投資は 1980 年代半ばから本格
化し始めたため，ここでは表 4 を通じて，日韓
企業のブラジル家電市場への参入順とその経緯
を比較しながら説明する．この表から個別企業
の参入・撤退に関する詳しい事情を把握するこ
とはできないものの，日韓企業のブラジル市場
における参入・撤退に関する大きな流れは把握
することができると考えられる．また，先発者
日本企業と後発者韓国企業がブラジル家電市場
に参入した順番を比較分析することで，韓国の
家電企業が先発企業の日本企業の優位性を意識
しながらも，後発者として成長を狙うため意図
的にブラジル市場に参入したことを明らかにし
ていく．
⑴　日本企業のブラジル家電市場への参入
　ブラジル家電市場に日本企業が進出したのは
1960 年代からであり，1970 年代に入ってから
は各企業の進出が集中豪雨的に行われる．しか
し，その後 1980 年代末から 90 年代初期にかけ
てブラジル国内経済がハイパーインフレーショ
ンの危機に見舞われ，多くの日本企業がブラジ
ル市場から撤退することになる．以来，現在に
至るまで，ブラジル市場に対する日本企業の関
心度はまだ低い状況がつづいているが，その理
由としてよく挙げられるのは，地理的に距離が
遠いこと，80 年代に起きた債務危機とハイパー
インフレというネガティブなイメージ，そして
日本語による情報の少なさである． 
　韓国企業がブラジル市場に注目し始めた 80
年代後半，日本企業は，日本国内のバブル経済
崩壊の影響，対外投資の東アジア地域への進出
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ラッシュなどにより，ブラジル市場における日
本企業の活動は以前に比べ停滞感を見せてい
た．日韓家電企業がブラジル家電市場に進出・
撤退を行った時期を示した表 4 を見ると，1970
年代日本企業の進出ラッシュが確認できると同
時に，近年日本企業のブラジル市場に対する関
心度の低さも確認できる．
⑵　韓国企業のブラジル家電市場への参入
　1980 年代末からブラジル市場における日本
企業の存在感が以前より弱まったこの時期に，
ちょうど韓国企業のブラジル家電市場への参入
が始まる．サムスン電子は 1987 年に，LG 電
子は 1995 年に，進出している．韓国家電企業は，
日本の家電企業よりブラジルへの進出が遅かっ
た分，市場に自社ブランドを浸透させるため広
告宣伝に多くの資源を投入している．

　前の節で確認したように，韓国企業の海外直
接投資が本格化し始めたのは 1980 年代からで，
1980 年代後半から 1990 年代にかけて韓国企業
は比較的日本企業の進出が活発に行われていな
い地域である開発途上国と旧社会主義圏国家を
中心に進出を加速化させ，海外市場を開拓する
一方，これらの国に設立した現地生産子会社を
先進国への迂回輸出基地として活用していた．
　1980 年から 2003 年の間の日韓製造企業の海
外直接投資の動向を，実証研究を行い分析した
チャン＆デリオス（2008）の研究でもこのよう
な視点は支持されている．チャン＆デリオス
は，韓国企業は日本企業よりも先に発展途上
の段階にある新興市場に参入することで，日本
企業と直接競争することを避け，不確実性が高
い，つまり，「政治的危険度」が高い市場に参

’61 ～’65 ’65 ～’70 ’71 ～’75 ’76 ～’80 ’81 ～’85 ’86 ～’90 ’91 ～’95 ’96 ～’00 ’01 ～’05 ’06 ～’08

パナソニック

ソニー

シャープ

日立

三洋

JVC

東芝

三菱電機

日本電気

サムスン電子

LG 電子

　出所：�日本企業は『海外企業進出総覧』東洋経済新聞社，1975 年，1979 年，1980 年～ 2009 年版を参考に，韓国企業は広報資
料とインタビュー内容をもとに筆者作成．

　　　　　：従業員数，資本金の項目の数字が明確である場合．
　　　　　：�従業員数，資本金の項目の数字が前の年と変わらない場合，または現地従業員数と日本からの駐在員数いずれかが

０である場合，事業規模の縮小があった場合．

表 4　日韓家電メーカーのブラジル進出状況
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入したことを証明している． 日本企業がブラ
ジルの通貨危機を受けこの市場から撤退を始め
た 1980 年代に，韓国家電企業のブラジル市場
への進出が始まっていることからも，韓国家電
企業は先発企業である日本企業と真正面から競
争することを避けるため，日本企業の存在感が
比較的弱いと考えられるブラジル市場に進出し
たと推測できる．

3．事例研究対象，サムスン電子
⑴　サムスン電子
　欧州の工業化波及過程を考察したガーシェン
クロン（1962）は，後発国には先進国の技術体
系を取り入れる「後発の利益」が存在し急速な
発展ができると主張したが，韓国家電企業が日
本企業の技術をキャッチアップしたこともまさ
しくこれに当てはまるケースであるといえる．
サムスン電子の場合，欧州企業よりは，主に日
本企業から先進技術を取り入れ速いスピードで
学習し，今の世界市場での地位を築き上げたの
である（曺と尹，2005）．サムスン電子は 1968
年サムスン電子工業株式会社として設立され，
その後，1969 年には日本の三洋電機との合弁
でサムスン三洋電機を設立，1970 年には NEC
との合弁でサムスン NEC を設立し，現在の総
合電機メーカーへと発展を成し遂げた．
⑵　事例研究対象―ブラジル・サムスン電子―
　韓国の家電産業は，1997 年アジア通貨危機
を境に，サムスン電子と LG 電子の 2 社が国内
の家電産業をリードする寡占状態になり，この
2 強は韓国国内外で似たような投資行動を見せ
ている．
　韓国の家電産業は常に寡占状態が続いてきた
が，その始まりは 1961 年当時の韓国政府が掲
げた「総合経済再建 5 ヵ年計画」に基づいてい
る．計画の内容は自律経済の達成のため，政府
主導による大企業を中心とした輸出指向の工業
化を目指すというものであった．この政策によ
り韓国財閥企業は税金・金融上の支援，借款資
金の特恵的配分などといった恩恵が享受できた

ので，サムスン電子と LG 電子 2 社もこの特恵
を受けるため，相手の投資行動をお互い追随し，
似たような投資行動をとっていくようになっ
た．Knickerbocker （1973）は，寡占産業 の 企
業は，ライバル企業の海外進出の動きへの対抗
手段を講じる傾向があるが，その目的は，相手
企業の海外進出が成功した場合に，より高い競
争優位を持たれてしまうのを防ぐためであると
主張している．企業がお互いこのような対抗行
動を取るため，寡占企業の海外進出の動きは集
中する傾向をみせているといえる． 
　近年韓国家電企業 の 海外現地経営 で も，ス
ポーツマーケティング4）や現地ニーズを反映し
たデザイン重視戦略を中心に，サムスン電子と
LG 電子との間には相互学習による競争戦略の
同質化が見受けられる（張，2008）．以上の内
容を踏まえて，本研究では事例研究の対象をブ
ラジル・サムスン電子 1 社にし，韓国家電企業
の新興市場戦略はどのようなものかを明らかに
していく．

4．ブラジル・サムスン電子
⑴　ブラジル・サムスン電子の歴史
① 1987 年～ 1997 年
　サムスン電子は，1982 年中南米のパナマに
初の海外進出を果たしたが，このときはまだ現
地子会社は設立しておらずディーラを通してテ
レビを輸出していた．後 1987 年ブラジルとパ
ナマにサムスン電子法人を設立している．
　90 年代前半までブラジル家電市場では 58 の
メーカーがひしめき合う状況であった．日本企
業の撤退が始まりつつあった当時，日本の大手
5 社（ソニー，シャープ，センプ東芝，パナソ
ニック，日立）が常に市場シェアの首位を占め
ていて，ほかの企業は強力な日本のブランド力

　　　　　　　　　
4）企業がスポーツを活用するマーケティング

活動を「スポーツマーケティング」という．「スポー
ツマーケティング」に関するもっと詳しい説明は，
p. 22 を参照．
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に太刀打ちできない状況が長らく続いていた．
それでも日本企業のほかに多くの家電企業が存
在していた理由は，当時ブラジルの家電業界は，
参入するだけで 3% の市場シェアは獲得できた
こと，家電メーカー各社がブラジル市場の成長
性を見込み投資継続あるいは増資の判断を下し
ブラジル家電市場に本腰を入れ始めたからであ
る．
　1997 年に起きたアジア通貨危機で，サンス
ン電子はグループ全体の経営状況が悪化し，サ
ムスン電子の韓国本社はブラジル子会社への支
援を打ち切り，ブラジル・サムスン電子の家電
部門は，ほかの電子製品生産へと工場ラインの
切り替えが比較的容易にできるモニター工場

（マナウスに所在）だけを残しブラジル市場か
ら一時撤退することになる．
　反面，韓国の LG 電子は，当時の現地子会社
社長の強い意志により撤退せずブラジル家電市
場でビジネスを継続させた結果，この時期 LG
電子は市場シェアを大きく伸ばすようになっ
た．
② 2004 年，ブラジル家電市場に再進出
　2004 年末，ブラジル市場に再び進出したサ
ムスン電子は，サンパウロに営業法人，マナウ
スにテレビと HDD 工場，そしてサンパウロ近
郊の都市カンピナスに携帯電話工場と R&D セ
ンターを設立し現地経営に本腰を入れ始める

（図 1 参照）．
　アジア通貨危機の間，サンスン電子は大胆な
改革を行うことで経営を刷新し，競争力のある
グローバル企業に急成長した．この成長のおか
げで，ブラジル市場に高級ラインの製品と豊富
な資源を投入することができ，2008 年度の売
上高は 25 億ドルで年平均 43% という高い成長
率を見せながら，ブラジル市場で一番手強い競
争相手である LG 電子をすごい勢いで追い越そ
うとしている．
　前節で韓国家電企業の海外直接投資を三つの
時期に分けたが，第 3 の時期になる 2000 年以
降からが，サムスン電子がブラジル市場に再進

出をはかった時期で，地域特性を基にした差別
化をはかりながらも，会社全体のシナジー効果
を高めていく姿がブラジル市場でも確認でき
る．
⑵　ブラジル・サムスン電子の市場戦略
　サムスン電子はブラジル家電市場でどのよう
な市場戦略を講じ，年平均 43% という成長率
を達成したのか．以下からは後発企業であるサ
ムスン電子がブラジル家電市場で先発企業の日
本企業に対抗するためどのような戦略で競争に
臨んだのかを詳しく分析・考察していく．
2004 年末ブラジル市場で経営を再開したサム
スン電子ブラジルは，日本企業と同じ韓国企業
である LG 電子に追い付くため数々の戦略を打
ち出すことになる．
　ブラジル家電市場におけるブラジル・サムス
ン電子の戦略は，現地の消費者に商品を深く受
け入れてもらうため現地適応戦略をとっている
ことが調査の結果分かった．サムスン電子は，
市場に投入する品揃えを豊富にすること，高級
ブランドイメージの構築，ブラジルの人気サッ
カチームと各種イベントのスポンサーを務める
スポーツおよび文化・マーケティング手法を使
うことで，ブランド認知度および市場シェアを
高めるための努力を惜しまなかった．
　サムスン電子ブラジルの駐在員へのインタ
ビュー調査からまとめた表 5 は，ブラジル市場
でサムスンが主に手掛けている主要製品の市場
シェアである．2008 年度薄型テレビ市場シェ
アは，1 位がサムスン電子で約 120 万台を販売，
2 位が LG 電子で約 100 万台を販売，3 位はソ
ニー，続く 4 位はフィリップスになっている． 
①高級ブランドイメージの構築
表 4 で確認したように，1960 年代末からブラ
ジル市場に進出した日本企業の現地でのブラン
ド認知度はとても高く，後発者である韓国企業
は参入当初から日本企業の強い存在感という高
い壁にぶつかる．ブラジルでは数十年間，日
本の技術が最高であるという「Tecnologia　
Japonesa　é　o　Melhor」の言葉がブラジル
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　出所：企業の広報資料とブラジル現地でのインタビュー調査を参考に筆者作成 

図 1　サムスン電子のブラジル進出状況

モニター市場シェア LCD テレビ市場シェア 携帯電話市場シェア

順位 メーカー，（シェア％） 順位 メーカー（台数） 順位 メーカー（台数）

１位 サムスン電子（40％） １位 サムスン電子（120 万） １位 ノキア（1 千 800 万）

２位 LG 電子（30％） ２位 LG 電子（100 万台） ２位 サムスン電子（1 千万）

３位 AOC（・） ３位 ソニー（・） ３位 LG 電子（950 万）

４位 フィリップス（・） ４位 モトローラ（・）

備考 CRT を含むと LG 電子が 1 位 ５位 ソニー・エリクソン（・）

　出所：サムスン電子ブラジル駐在員のインタビューから筆者作成（2009 年 8 月）

表５　ブラジル家電市場の主な製品の市場シェア

（395）
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消費者の頭の中に深く刻み込まれていて，ブラ
ンド認知度が高くない後発者の韓国企業がこの
ような日本企業の高い認知度を払拭させるのは
至難の業であった．
　しかしながら，日本家電メーカー各社がブラ
ジル市場から次々と撤退していくことで，韓国
家電メーカーに市場シェアを伸ばせる大きな
チャンスが訪れる．2004 年末，当時の現地子
会社の最高責任者であったチョ常務が，韓国本
社を説得のうえ高級機種の携帯電話を市場に
投入し，高級イメージ構築の作戦に出る．その
ときまで，ブラジルで販売されていた携帯電話
の商品価格は 199 レアル台が平均価格であった
が，サムスンは 300 レアル以上の商品を投入し
市場を攻略することで高級ブランドイメージの
構築に成功，後から投入されたテレビ，モニター
など他の製品にも高級イメージの波及効果を呼
ぶことができた．サムスン電子は，高級ブラン
ドのイメージを構築するため自社の製品を韓国
製品であることは強調せず，製品の良さで消費
者にアピールする戦略も同時にとっていた．さ
らに，参入と撤退を繰り返す日本企業に対する
ブラジル消費者の信頼感の落込みという当時の
雰囲気も韓国企業の市場シェア拡大の一助と
なった．
②販売戦略
　1950 代末から始まるブラジルの家電小売業
の歴史は古く，地場系の小売チェーンも近年
売上を順調に伸ばしている．図 2 の家電量販店
はサンパウロ市で撮影した家電量販店である
が，業界第 1 位は，2007 年に収益約 98 億ドル
を達成したカーザス・バイーアで，サンパウロ
に 150 店舗を構えている．第 2 位はリオデジャ
ネイロを本拠地とするポント・ポリオで，2007
年収益は 45 億ドル，サンパウロに 109 店舗を
構えている．各家電メーカーはこれら家電量
販店各社に製品を供給する形で販売を行ってい
る． 販売活動の面で，サムスン電子は各家電
量販店と友好な関係を築くことで着実に市場
シェアを伸ばしている．売場の一番目立つ場所

に商品を陳列し，商品を際立たせるためのポッ
プ・マーケティング手法を積極的に使い，高級
志向の量販店にはサムスン電子製品の情報を熟
知している当社専属の販売員を 1 ～ 2 名ぐらい
派遣している．営業部門の社員らは常に各家電
量販店を巡回することで，消費者とのコミュニ
ケーションを円滑にし，売上高アップに貢献し
ている．
　ブラジルのテレビ市場における日韓企業の市
場シェアを示した表 6 は，ブラジル・サンパウ
ロ地域の家電量販店の店頭と店内に陳列されて
いるテレビの台数をメーカー別に筆者が直接数
えて作成した資料である．ブラジルではこの種
の統計資料がほとんど存在していないという事
情があり，各企業も独自に市場調査を行ってい
るという．表 6 をみるとテレビ市場におけるサ
ムスン電子の戦略が鮮明に分かるが，中間層向
けの価格の安いテレビから高所得者層顧客向け
の高級モデルのテレビまで市場に投入している
点が指摘できる．品揃えを豊富にしたことが功
を奏し，再進出を果たしたわずか数年後に上位
の市場シェアを獲得することができた．現地
調査を行った 2009 年 8 月当時，サムスンはす
でにブラジルで LED テレビの店頭販売開始を
行っていた．
　日本企業の場合，高所得者層向けのハイエン
ド市場を重視する高価格台の製品を市場に投入
することでターゲットマーケットを絞っている
ことと，全体的な製品の投入量も韓国企業より
少ないことが調査の結果明らかになった．
③スポーツマーケティング
　サムスン電子のマーケティングは 3 段階に分
けられる．第 1 段階は，グループマーケティン
グで，グループ全体の全社的イメージを管理す
る．第 2 段階は，電子部門レベルでのマーケティ
ングで，家電製品のテレビ広告などを手掛ける．
最後の第 3 段階は，部署特化マーケティングで，
各製品に特化したパンフレットの制作，発売さ
れる製品の傾向と価格のチェック，地域別嗜好
と，求められているスペックの調査などを主と
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する．ブラジルでは日本企業より進出が遅かっ
た分ブランド認知度を上げるため，この三つの
段階のマーケティングに積極的に取り組み多額
の資金を投入している．
なかでも，サムスン電子は，海外市場に進出す
る際，現地でのブランド認知度を上げるため，
現地の人気スポーツチームのスポンサーになる
マーケティング手法をとっている．ブラジルに
おけるサムスン電子のスポーツマーケティング

に関して説明する前に，ここで韓国家電企業が
よく使う「スポーツマーケティング」に関して
簡単に説明する．
企業がスポーツを活用するマーケティング活動
を「スポーツマーケティング」という．文化，
言語，宗教に関係なく世界の消費者と交感でき
るスポーツの特性を利用することでブランド及
び企業イメージの認知度を高めることと商品販
売を促進させることができる．

図２　ブラジルの家電量販店

＜カーザス・バイーア＞ ＜ポント・ポリオ＞

　出所：筆者撮影（2009 年 8 月）

　　　　　　　ハイエンド向け　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ローエンド向け� （単位：台）

順位 , 量販店
ブランド名 FAST SHOP ポント・フリオ カーザス・バイーア エクストラ

1 位　サムスン 15 14 8 12/1（CRT）

2 位　ＬＧ 10 8 9 6/1（CRT）

3 位　ソニー 7 13 3 3

4 位　パナソニック 3 3 1 3

5 位　フィリップス 3 2 6 2

6 位　シャープ ・ 2 1 ・

7 位　AOC（台） ・ 1 ・ 1

8 位　BUSTER（地） ・ 1 1 1

　出所：��サンパウロの大型ショピングモールに出店している家電量販店 4 社の店頭・店内に展示されている
　　　　テレビの台数（薄型テレビと CRT），筆者作成（2009. 9）

表６　ブラジルのテレビ市場の市場シェア順位
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　ス ポーツ マーケ ティン グ（Sports Market-
ing）は，大 き く ス ポーツ の マーケ ティン グ

（Marketing of Sports）5） と ス ポーツ ス ポ ン
サーシップ（Sports Sponsorship）6） の 二 つ
の分野に分けることができる．本稿でいうス
ポーツマーケティングとは，マーケティング
及び企業の観点からみたスポーツマーケティ
ング戦略のスポーツスポンサーシップ（Sports 
Sponsorship）である．
　サムスン電子が全社レベルでスポーツマーケ
ティングに取り組んだのは，1998 年日本の長
野オリンピックにスポンサーとして参加したこ
とがその始まりである．ブラジルでも同社は巨
大市場であるサンパウロ市を本拠地とするサッ
カチーム，コリンチャンスの公式スポンサーに
なっているほか，各種スポーツ大会とイベント
などにもスポンサーとして後援している．国土
面積の広いブラジルではブランド認知度を上げ
ることは難しいが，スポーツマーケティングの
効果はとても大きく，市場で良い成果をあげる
ことにも大いに貢献している．
　韓国家電企業がこのようにマーケティングに
強みを発揮していることに関しては，Marvin
と Lieberman（1988）による後発者の利益で
説明できると考えられる．後発者の利益とは，

①先行投資へのただ乗り，②先行企業による技
術とマーケットの不確実性の解決，③技術の不
連続時に新規参入の機会の獲得，④環境変化へ
の適応を妨げる先行企業に内在する様々なタイ
プの慣性からなると説明している．さらに彼ら
は，後発企業は，このような利益を享受するこ
とで余った資源をマーケティングに投入できる
と主張している．韓国家電企業は，後発者の利
益を享受，スポーツマーケティングやデザイン
などといったマーケティング活動に力を入れ，
海外進出先の現地ニーズに合わせた製品開発を
行う戦略を中心に，世界市場で高業績をあげて
いる．
⑶　ブラジル特有のコストへの対応
　他の新興国同様，ブラジルに企業が進出する
際，リスクとなる要因はある．最も大きなリス
ク要因として，交通インフラ整備の遅れと企業
に課税される複雑な税金制度を挙げることがで
きる．このような問題に対して，サムスン電子
は積極的な姿勢で対応している．
　交通網インフラ整備の遅れの問題に対して
は，社内で物流合理化という大型プロジェクト
に着手し，物流コストの削減と長時間の陸路
輸送による製品の故障率および破損率を下げ
られる効果を得ている．ブラジルの国土面積
は，横約 5 千 km，縦約 7 千 km で，こ の 長距
離を結ぶ鉄道網は存在しているものの，全国を
大きく 4 つの地域に分け 4 つの異なるコンソー
シアムが鉄道施設を運営する形をとっているた
め，地域別に線路の軌跡が合わず，物流はもっ
ぱら陸路を利用するトラック輸送に依存してい
る状況である．陸路輸送は，時間が長くかかる
うえ，運搬途中製品が破損してしまうことと強
盗に会うリスクを抱えているので，コストが大
きく嵩む問題点がある．サムスン電子は，2006
年，半年以上をかけ陸路と海路を複合的に混合
利用する物流合理化プロジェクトに着手し，以
前は製品価格の 6% を占めていた物流コストを
2.8%（空路を除く）にまで削減することができ
た．この物流合理化事業により，会社は輸送に

　　　　　　　　　
5）ス ポーツ の マーケ ティン グ（Marketing of 

Sports）は，経営の観点からのスポーツマネジメ
ントのことで，「観覧スポーツ」と「参加スポーツ」
の場合より多くの観客や会員の確保を目的として，
スポーツ製造業部門でスポーツ用品と設備及びプ
ログラムなどを販売するために行うマーケティン
グ活動と，また各スポーツ団体によって行われる
マーケティング活動を意味する．

6）ここで言うスポンサーシップとは，「企業が
現金・品物またはノウハウと組織的サービスを提
供する方法で運動選手やチーム，連盟及び協会に
スポーツイベントを支援しマーケティングコミュ
ニケーションの幾つかの目標を達成する目的で企
画・組織実行・統制する諸活動」であると定義で
きる（Pope, 1998）．スポンサーシップの種類は，
個人スポンサー，集団スポンサー（チームまたは
球団），イベントスポンサー（国レベルのイベント，
世界レベルでのイベント）がある．
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かかるコスト削減の効果のほかにも，15 日間
という長い時間を所要するトラック輸送時に発
生する完成品の破損率と故障率も削減すること
ができたのである．
次に税金の問題は，ブラジルに進出した外資系
企業が業務管理上一番頭を悩ませる問題である
という．ブラジルの中央政府と各州政府が個別
に課税する税金は 60 余の種類があり，この多
重課税制度に対応するため，サムスン電子は税
務を担当するエキスパートを本社から送り込み
日常の経営に問題が生じないようにする一方，
矛盾する課税と不平等な税務行政に対しては訴
訟を起こし非合理的な行政手続きを是正してい
くことで，自らイニシアチブを取っていくとい
う姿勢でのぞんでいる．

5．�サムスン電子の国際経営―本社主導の現地
化戦略―

①現地駐在員と権限の強い本社
　吉原（2002）は，多国籍企業が海外事業を展
開するとき本国の社員を海外進出国に多く派遣
することは，当該国での現地適応化を妨げ，企
業業績に負の影響を与えると主張し，この点を
日本企業の国際経営の問題のひとつとして指摘
している．しかし，ブラジル・サムスン電子
には，約 2 千 3 百人の社員が勤務しており，う
ち本社から派遣された韓国人駐在員は 23 名で
現地人社員に占める割合は日本企業と大きく
変わらない状況であるといえる．さらにイン
タビュー調査の結果，サムスン電子の国際経
営における組織体制は本社主導の中央集中型

（Bartlett & Ghoshal, 1989）で，海外 の 現地子
会社を強い本社がコントロールしていることが
明らかになった．同社は，韓国本社が現地適応
化を進行させるという一見矛盾しているように
見える国際経営を行っているといえるが，この
ような強い権限を持つ本社の組織構造により，
サムスン電子特有のグローバル経営が実現でき
たともいえる．
②社長直轄部門のデザイン部

　サムスン電子は，グローバル市場ではデザイ
ンが企業競争力の中核要素となってきたと認識
し，デザインによるブランド力の構築を目指す
戦略を展開してきている．2001 年全社レベル
でデザインのバックアップをするため，それま
で各事業部門に点在していたデザイン部門を韓
国ソウルに新設したデザインセンターにすべて
集中させ，マーケティング部門との統合を行い，
トップ直轄の組織とした．この組織改革で，デ
ザイナーにはユーザーのニーズに応えることや
販売促進を考えることにも関与することが求め
られ，デザイナーがマネジメントの感覚を持っ
て活動するようになった．こうしたデザインセ
ンターの貢献のもと，2001 年から 2005 年の間
では，IDEA（インダストリアル・デザイン・
エクセレント・アワード）で 19 のサムスン製
品が受賞し，受賞数ではアップルを抜き世界
トップになった．以降も 2005 年 4 月，李健熙（イ
ゴンヒ）会長はイタリアのミラノにグループの
各社長を集め，「サムスンの次世代中核戦略は
デザインである」と宣言するなど，同社はデザ
インマネジメントをとても重視している企業で
ある．
③ 2 つの電子資産管理システム（ERP）
　サムスン電子には 2 つの ERP システムが存
在する．1 つ目は，1999 年情報化のビジョンを
確立し社内の情報を共有する電子資源管理シス
テム（ERP）として導入された「シングル」で
ある．この ERP システムは全世界に分散する
18 万人余のサムスン社員にメール，決裁，日程，
取引先の管理，業務管理などを統合的に利用で
きるようにし，全世界規模のオフィスを可能に
した．
　2 つ 目 は，生産・物流・販売法人間 の ERP
を 1 つにまとめたうえ，家電量販店などの外
部取引先 の ERP を つ な げ た 貿易 ポータ ル シ
ス テ ム の「GSBN（Global Samsung Business 
Network）」である．このシステムにより，同
社は取引先の各店舗の売れ筋商品などの販売状
況が瞬時に把握でき，その動向を徹底的に分析

（399）



26 横浜国際社会科学研究　第 15 巻第 4 号（2010 年 12 月）

し調達の効率をアップさせる効果と同時に在庫
を減らす効果も得ている．
④本社主導の製品開発
　サムスンは現地市場の消費者ニーズに合わせ
た現地適応化した製品開発を，韓国本社から
派遣された製品開発チームと現地社員が協業
する形で行っている．本社開発チームは現地の
社員と一緒に市場調査を行い，現地で収集され
た情報を韓国に持って帰り製品開発を行う．韓
国ソウルの近郊スウォンに所在する，サムスン
電子 の「VIP（Value Innovation Program）セ
ンター」で世界各地の市場向けの製品開発が行
われている．「VIP センター」は生産技術研究
所所属の新製品開発プロジェクトチームで，日
本企業のシャープで伝統となっている緊急プロ
ジェクトチーム「金バッチ組」に似ている．プ
ロジェクトのために様々な部署から集められた
社員はお互いに意見を交換し，技術上の問題を
解決していく仕組みで各プロジェクトを進めて
いく．1 つのプロジェクトにあたり，数ヶ月ほ
どの開発期間を要するのがほとんどであり，プ
ロジェクトが終わるまでは元の所属部署には戻
れないという内容の契約書にサインをしなけれ
ばならないという．ここで生まれたヒット商品

としては，騒音防止のためボールバランス装置
を装着しアメリカ市場で大ヒットした洗濯機
と，停電の多い地域向けに開発されたアイス
パック入りの冷蔵庫などがある．
⑤グローバルな人材育成
　サムスン電子のグローバル人材育成システム
は，本社を中心に，人材を外に出して教育訓練
させる仕組みと，世界中を主眼に入れ優秀な人
材を海外で求め，外から中に取り入れるという，
二つの仕組みを持っている．この仕組みを分か
りやすく説明するためのものが図 3 である．
　韓国人社員をグローバル人材として育成すべ
く，サムスンは 1990 年から「地域専門家制度」
を取り入れ，この制度を通じて育成された地域
専門家は，現在約 3 千人以上存在する．若手社
員を対象に選抜し，選ばれた社員は本人が望む
1 つの国で 1 年間会社のお金で生活をしながら
その地域の生活，習慣，風土，宗教を理解し，
現地でどのような製品が必要とされるかも分か
るようになる．その情報を本社に持ち帰り製品
開発に携わるほか，現地駐在員として再度その
国に派遣されることも多い．
　1997 年に作られた「未来戦略グループ」は，
世界中から優秀な人材を集めることを専門と

，

，

韓国本社

図３　サムスン電子のグローバルな人材育成と活用
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する人材採用チームである．「天才経営論」と
「頭脳戦争時代」を標榜してきた李健熙（イゴ
ンヒ）会長は，グローバル企業を具現するに
は海外の優秀な人材を確保することが大事であ
ると常に強調している．世界有数の大学からの
人材がサムスン電子に入社しているが，制度が
作られた初期には離職率が高く人材管理がうま
くいかないようにも見えた．しかし現在はサム
スンのブランド認知度が上がるにつれ離職率も
年々減ってきている．ブラジル・サムスン電子
では 2004 年韓国本社に入社したブラジル国籍
の女性社員が，2008 年本人の意思でブラジル・
サムスン電子に出向したケースもあることが，
インタビュー調査から分かった．図 3 で示して
いるように，韓国本社を中心とした人材のサー
キュレーションがうまく行われ，このサーキュ
レーションも本社主導型のグローバル経営を可
能にする手段として機能していることが見て取
れる．

終わりに

　本研究では，開発途上国の後発企業の新興市
場戦略をテーマとして，韓国家電企業の国際化
過程を説明することを試みた．そのため韓国家
電企業の海外直接投資の進出地域を時系列に調
査分析を行い，分析からの考察として韓国家電
企業の海外直接投資の目的の変化に注目し，三
つの時期に分け時期ごとの特徴を明にした．
　第 1 時期 の 1980 年代，韓国家電企業 は 企業
内に独占的競争優位を有していない状況で，既
存の輸出市場を守るため，先進国へと海外直接
投資を行った．第 2 時期の 1990 年代には，量
産能力と技術開発能力をつけたあと，さらに，
マーケティング能力を強化し，短期間で海外
投資対象国を増やしていた．このように第 1 ～
第 2 時期の間，世界家電市場に後発者として参
入した韓国家電企業は，20 年に満たない短い
期間で企業独自の競争優位を構築する．次の
2000 年前後から現在まで，第 3 時期の韓国家
電企業は，マーケティングに高い能力を持つ，

本社主導の中央集中型の組織を中心とする国際
経営の特徴を見せている．ブラジル・サムスン
電子の事例からも，本社の強力なコントロール
による現地適応化戦略で新興市場にのぞんでい
ることが確認できた．
　このように本研究では，韓国家電企業の海外
直接投資に関する分析を特定の期間に限定する
のではなく，全体を時系列に概観していたこと
が既存研究の分析視点と異なる点であって，本
研究の意義であるといえよう．さらに，先発企
業に対する後発企業のキャッチアップという枠
組みを取り入れ，後発企業であるサムスン電子
が，強力なライバルである先発企業の日本企業
と競争するためどのような戦略をとってきたの
かを，資料調査および現地調査を通じて明らか
にした．特に，後発企業の市場戦略という面で
は，今後世界市場に参入してくる新興国の企業
に参考になる点があると考えられる．
　しかし，現段階では本研究に課題も多い．筆
者は，海外直接投資の進出地域を時系列に分析
したことで，今日の韓国家電企業の競争優位が
どのように構築されたのかが明らかになったと
主張したが，この二つの相関関係をもっとはっ
きりさせるためには，さらなる研究が必要であ
ろう．また，大きく紙面を割愛したブラジル・
サムスン電子の事例分析では，現地調査から得
た事実を述べている段階にとどまっている感が
あり，今後の課題としてもっと入り込んだ調
査・分析を行い示唆性の得られる考察を行わな
ければならない．最後に，韓国家電企業の国際
化のプロセスが観察できる市場はブラジルだけ
ではないので，新興国市場戦略の事例からサム
スン電子の国際化を理解するためには，他の新
興国での事例研究も行う必要性がある．
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